
１　総括

　(１) 人件費の状況（普通会計決算）

　(２) 職員給与費の状況（普通会計決算） 　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成28年４月１日現在の人数である。

３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

　（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　（４）給与改定の状況

 （注）人事委員会を設置していないため、この欄は記載していません。

　（5）給与制度の総合的見直しの実施状況について

　①給料表の見直し ［　実施　］
　　実施内容

　　　　（給料表の改定実施時期）　平成27年４月１日
　　　　（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。
　　　　　　　　　　若年層については、据置き。高齢層については最大４％引下げ。
　　　　　　　　　　激変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　②地域手当の見直し
国の対象地域でなく、引き続き支給なし

　③その他の見直し内容
管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年４月１日実施）

池田町の給与・定員管理等について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直
し等に取り組むとされている。
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Ｂ／Ａ
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(１) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成29年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

　(２) 職員の初任給の状況（平成29年４月１日現在）

　(３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年４月１日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(１) 一般行政職の級別職員数の状況（平成29年４月１日現在）

（注）１　池田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（２）昇給への人事評価の活用状況（池田町）

1　級

2　級

3　級

4　級

5　級

主事補、主事

主任

主査

係長、統括主査

標準、下位の区分
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平均給与月額平均給料月額

歳

歳

区　　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

一般行政職

146,100

円 円

317,926

平均給与月額

348,163

１級

23.8%
１級

13.8%

１級

18.0%

２級

12.7% ２級

12.1%

２級

8.2%

３級

15.9% ３級

22.4%

３級

23.0%

４級

27.0%

４級

34.5%
４級

26.2%

５級

6.3%

５級

3.4%
５級

11.5%

６級

14.3%

６級

13.8%

６級

13.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成29年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

2



４　職員の手当の状況

　（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成28年度）

千円 千円

（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～15％ 役職加算　5～20％、管理職加算15～25％ 役職加算　5～20％、管理職加算10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

勤勉手当への人事評価の活用状況（池田町）

　(２) 退職手当（平成29年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　2～20％加算

１人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額である。

　(３) 特殊勤務手当

イ．人事評価を活用している

管理職員 一般職員

活用している成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

○

○

支給実績がある成績率 支給可能な成績率 支給実績がある成績率

○ ○

平成29年度中における運用

標準、下位の成績率

2.60

1.45

2.60 1.70

25.556

34.583

1.70

0.80

5.8

標準の成績率のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

26

5,200

49.590

4種類

1件500円

日額600円

国

49.590

25.556

49.590

20.445

49.590 49.590

29.145

月額1,200円

2.60 1.70

－
1,377

塩素取扱い手当

伝染病防疫手当

主な支給対象職員

従事者

41.325 49.590

支給可能な成績率

左記職員に対する支給単価

1日100ｋｍ以上の運転

主な支給対象業務

犬猫等の死体処理業務

手当の名称

池田町

１人当たり平均支給額（平成28年度）

長野県

1,711

15,457

29.145

41.325

34.583

1.45 0.85 1.45

池田町

20.445

千円

　円

　％

感染のある物件の処理作業

従事者 塩素消毒の業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度）

手当の種類（手当数）

支給実績（平成28年度決算）

自動車運転手当

犬猫死骸処理及び捕獲手当

日額800円従事者

従事者

国

0.85
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　(４) 時間外勤務手当

千円

千円

　(５) その他の手当

５　特別職の報酬等の状況

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.425 千円 任期ごと

給料月額×在職月数×0.254 千円 任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

（参考）類似団体における最高／最低額

円

507,500

3.20

687,500

218,000

　　（平成28年度支給割合）

円

副 町 長

副 議 長

議 員

町 長

区 分

宿日直手当
管理職員特別勤務手当

320,000

3.20

円／ 155,000

578,300 404,600

408,000

340,000

　　（平成28年度支給割合）

退
職
手
当

期
末
手
当

189,400

議 長

町 長

副 町 長

円

309,600

45,600

464,400

17,522

円

5,929

3,022

千円

2,149

平均支給年額

（平成28年度決算）

千円

支給職員１人当たり

円

円

193 －

680,000

千円

給 料 月 額 等

円

855,000

65,000

支 給 実 績 （ 平 成 28 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 28 年 度 決 算 ）

円／

円／

扶養手当

住居手当

管理職の職員に支給

11月～3月に月額支給
7,800円～17,800円／月

寒冷地手当

円

円円／

174,000円／

管理職手当

通勤手当

内容及び支給単価

支給実績

（平成28年度決算）

国の制度

手　当　名

206

4,184

国の制度と

千円

千円

千円4,835 円

円

との異同

同

異なる内容

193,200

同

異

同

その他手当

給

料

2ｋｍ以上の通勤者を対象
距離区分に応じて支給

報

酬

町 長

209,400

議 員

284,100

・配偶者　10,000円
・子　8,000円
・父母等　6,500円/人
・満16歳の年度初めから、
満22歳の年度末までの子
           5,000円加算/人

14,025

7,051

同

副 町 長

議 長

副 議 長

家賃額に応じて支給
上限27,000円/月
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６　職員数の状況
　(１) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　（２）年齢別職員構成の状況
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